
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 2 7 1 1 一般事務

一般 2 7 1 2 給与関係事務

一般 2 7 1 3 公平審査事務

一般 2 7 1 4 昇任関係事務

一般 2 7 1 5 採用関係事務

一般 2 7 1 6 職員採用の企画・広報

[人事委員会事務局]

令和５年度事業評価書　目次



様式３

課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

人事委員会事務局の運営にかかる全般的な事務の執行

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

人事委員会事務局の運営にかかる全般的な事務の執行

経費節減による残

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

・規則・方
針

事
業
計
画

事
業
実
績

一般事務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 一般事務

所管区局・課 人事委員会事務局 調査 会計 2 7 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

130 130 130 130 130

件数 実績 136

単位 想定 ー ー

147

人事委
員会議

案

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,580 1,790 ▲ 790

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・条例

130 118

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,580 1,790 ▲ 790



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

地方公務員法に基づき、横浜市職員の給与と民間企業の従業員の給与を調査・比較し、市会及び市長に対して「給与
に関する報告及び勧告」を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地方公務員法に基づき、横浜市職員の給与と民間企業の従業員の給与を調査・比較し、市会及
び市長に対して「給与に関する報告及び勧告」を行います。

２年に１度の物品購入があったため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 給与関係事務

所管区局・課 人事委員会事務 調査 会計 2 7 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

304 300 300 300 300

箇所 実績 302

単位 想定 300 300

291

職種別
民間給
与実態
調査
（事業
所数）

事
業
計
画

事
業
実
績

給与関係事務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

704 930 226

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

300 295

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 704 930 226



様式３

課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分についての審査請求に係る事務

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分についての審査請求に係る事務

口頭審理実施による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公平審査事務

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公平審査事務

所管区局・課 人事委員会事務局 調査 会計 2 7 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 3

事業概要

1 1 1 1 1

件数 実績 1

単位 想定 ー ー

0

訴訟

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 40 40

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・規則・方
針

0 0

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 40 40



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,971 2,537 566

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,593 1,600

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,971 2,537 566

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・規則・方
針

- - - - -

人 実績 1,678

単位 想定 - -

1,599

係長・
消防司令
昇任試験
申込者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 昇任関係事務

所管区局・課 人事委員会事務 任用 会計 2 7 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 4

事業概要

係長・消防司令昇任試験の実施

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

係長・消防司令昇任試験の実施

配慮受験者対応による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

係長・消防司令昇任試験

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

「大学卒程度採用試験【技術先行実施枠】」、「大学卒程度等採用試験」、「高校卒程度、免許資格職など採用試
験」、「社会人採用試験」、「就職氷河期世代を対象とした採用試験」、「障害のある人を対象とした採用選考」及
び「育休代替任期付職員採用候補者選考」の実施

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

「大学卒程度採用試験【技術先行実施枠】」、「大学卒程度等採用試験」、「高校卒程度、免
許資格職など採用試験」、「社会人採用試験」、「就職氷河期世代を対象とした採用試験」、
「障害のある人を対象とした採用選考」及び「育休代替任期付職員採用候補者選考」の実施

新たな採用試験実施に係る増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 採用関係事務

所管区局・課 人事委員会事務 任用 会計 2 7 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 5

事業概要

- - - - -

人 実績 8,111

単位 想定 - -

7,522

申込者
総数

採用関係事務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

31,388 33,033 1,645

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・規則・方
針

8,900 8,347

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 31,388 33,033 1,645



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

横浜市人材育成ビジョンに掲げる人材を職員として採用するため、より多くの人に横浜市で働く魅力について積極
的・効果的に広報を行い、採用試験受験者数の増加につなげます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

・外部ウェブサイト運用及びパンフレットの作成
・障害選考広告掲出
・動画作成及び掲載

新たな採用試験に係る広報実施による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ICTを活用した広報活動等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 職員採用の企画・広報

所管区局・課 人事委員会事務 任用 会計 2 7 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 6

事業概要

未実施 800,000 800,000 800,000 800,000

人 実績 未実施

単位 想定 未実施 未実施

49,460

外部
ページ
アクセ
ス数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,537 5,636 2,099

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・規則・方
針

未実施 未実施

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,755 6,758 2,003



人 153

・一部委託
が可能

53

想定 1,000 2,000 4,500 4,500

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,217

・該当なし
・求めてい
ない

・規則・方
針

年度

実績

元年度 ２年度

76 78

７年度５年度

実施方法の見直しによる増

６年度

5,064

現場見学ツアーの開催

３年度 ４年度

単位 想定 120 120 120 120 120

46 46

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

120 120

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

4,500

３年度 ４年度

実績 990 4,775 2,522

②

1,077 業務出張の減少による減

説明会
参加者

数

▲ 140

単位 4,500

説明会・セミナーの開催

・合同企業説明会
・学校説明会
・横浜市就職オンラインセミナー

細事業事業量

4,500

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
技術系職種の仕事に興味がある方を対象に、土木、建築及び機械・電気のコースを設け、技術
職員が活躍する最前線の現場を巡る見学ツアーを開催し、横浜市で働くことの魅力を伝え、受
験者数の増加及び人材確保につなげていきます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

ツアー
参加者
数

・規則・方
針

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度


